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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導体を埋設したセラミックス誘電体で形成されて互いに対向して間隙を隔てて配置され
た一対の平板電極で構成され、一対の前記平板電極間に電圧を印加することにより前記平
板電極間を放電部としてプラズマを発生させ前記放電部に流通する第一のガスを反応させ
るプラズマ反応部と、
　そのプラズマ反応部に隣接して積層されて一体として形成され、第二のガスを流通させ
ることにより前記第二のガスの熱を前記プラズマ反応部に付与して前記第一のガスの反応
を促進させる熱付与ガス流通部と、
　を備えるプラズマ反応器。
【請求項２】
　前記平板電極のプラズマ発生側表面に触媒が担持されている請求項１に記載のプラズマ
反応器。
【請求項３】
　前記熱付与ガス流通部の流通するガスと接する面に触媒が担持されている請求項１また
は２に記載のプラズマ反応器。
【請求項４】
　前記触媒が、貴金属、アルミニウム、ニッケル、ジルコニウム、チタン、セリウム、コ
バルト、マンガン、亜鉛、銅、スズ、鉄、ニオブ、マグネシウム、ランタン、サマリウム
、ビスマス、及びバリウムからなる群から選択された少なくとも一種の元素を含有する物
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質からなるものである請求項１～３のいずれか１項に記載のプラズマ反応器。
【請求項５】
　前記触媒の前記貴金属が、白金、ロジウム、パラジウム、ルテニウム、インジウム、銀
及び金からなる群より選択された少なくとも一種の元素を含有する物質からなるものであ
る請求項４に記載のプラズマ反応器。
【請求項６】
　前記第一のガスの流通方向と、前記第二のガスの流通方向は、それぞれが前記プラズマ
反応部と前記熱付与ガス流通部の積層方向に直交するように、前記プラズマ反応部のガス
導入口及びガス排出口、前記熱付与ガス流通部のガス導入口及びガス排出口が形成された
請求項１～５のいずれか１項に記載のプラズマ反応器。
【請求項７】
　前記プラズマ反応部における前記第一のガスの流通方向と、前記熱付与ガス流通部にお
ける前記第二のガスの流通方向とが、互いに直交するように、前記プラズマ反応部の前記
第一のガスの流通経路、前記第二のガスの流通経路が形成された請求項６に記載のプラズ
マ反応器。
【請求項８】
　前記プラズマ反応部の前記ガス導入口と前記ガス排出口とが、前記積層方向に直交する
方向における一方の端面側と他方の端面側に形成された請求項７に記載のプラズマ反応器
。
【請求項９】
　前記プラズマ反応部の前記ガス導入口と前記ガス排出口とが、共に前記積層方向に直交
する方向における一方の端面側に形成された請求項７に記載のプラズマ反応器。
【請求項１０】
　前記積層方向に直交する方向における一方の端面側に、前記プラズマ反応部の前記ガス
導入口及び前記熱付与ガス流通部の前記ガス排出口が形成され、
　前記積層方向の直交する方向における他方の端面側に、前記プラズマ反応部の前記ガス
排出口及び前記熱付与ガス流通部の前記ガス導入口が形成され、
　さらに、前記プラズマ反応部の前記ガス導入口と前記熱付与ガス流通部の前記ガス導入
口とが対向する位置に、
　前記プラズマ反応部の前記ガス排出口と前記熱付与ガス流通部の前記ガス排出口とが対
向する位置に形成された請求項６に記載のプラズマ反応器。
【請求項１１】
　前記プラズマ反応部と前記熱付与ガス流通部が、交互に複数積層され一体で構成された
請求項１～１０のいずれか１項に記載のプラズマ反応器。
【請求項１２】
　一対の前記平板電極の一方の前記平板電極の、前記間隙とは反対面側に前記第一のガス
を導入して流通させるガス導入流通部が設けられ、
　前記平板電極には、前記ガス導入流通部に面した前記平板電極の前記反対面から前記間
隙側の面へと貫通する複数の貫通孔が形成され、
　前記貫通孔は、前記導体に設けられた導体貫通孔の部位に前記導体貫通孔よりも径が小
さく形成されており、
　前記ガス導入流通部から前記貫通孔を流通させて前記平板電極間に前記第一のガスを導
入し、前記平板電極間に電圧を印加することによって前記平板電極間を放電部としてプラ
ズマを発生させる請求項６に記載のプラズマ反応器。
【請求項１３】
　前記ガス導入流通部の前記プラズマ反応部とは反対側に、前記第二のガスを流通させる
ための熱付与ガス流通部が、さらに隣接して積層されて一体として形成された請求項１２
に記載のプラズマ反応器。
【請求項１４】
　前記セラミックス誘電体に埋設された前記導体は、前記平板電極の端面まで延出されて
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端子が形成されており、複数の前記平板電極の前記端子が一体として形成された請求項１
～１３のいずれか１項に記載のプラズマ反応器。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか１項に記載のプラズマ反応器と、パルス半値幅を１マイクロ
秒以下に制御できるパルス電源とを組み合わせたプラズマ反応装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一対の平板電極間にガスを導入し、プラズマを発生させてガスを反応させる
プラズマ反応部と熱付与ガス流通部を備えた一体型のプラズマ反応器、及びプラズマ反応
装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一対の平板電極間に誘電体を配置し高電圧の交流、あるいは周期パルス電圧をかけるこ
とにより、無声放電が発生し、これによりできるプラズマ場では活性種、ラジカル、イオ
ンが生成され、気体の反応、分解を促進することが知られており、これをエンジン排気ガ
スや各種の焼却炉排気ガスに含まれる有害成分の除去に利用できることが知られている。
【０００３】
　一方、炭化水素系燃料と空気とを混合し、それらを触媒を用いて改質し、水素を含む改
質ガスを内燃機関に供給する技術が知られている（特許文献１～３参照）。水素を含む改
質ガスを利用することにより、内燃機関における燃焼を促進させ、排気ガスを低減させる
ことができる。
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－２６５００８号公報
【特許文献２】米国特許第７，１３１，２６４号明細書
【特許文献３】米国特許第７，２４０，４８３号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、触媒を用いてガスを処理する場合、触媒を活性化するために、処理ガス
の温度を８００～９００℃に加熱する必要がある。このように温度が高いと触媒が早期に
劣化し、耐熱性の高い高価な貴金属触媒を大量に必要とする。
【０００６】
　そこで、プラズマ反応や触媒反応等を利用して、より効率よくガスを製造する技術が求
められている。本発明の課題は、プラズマを利用して効率よくガスを処理することができ
るプラズマ反応器、及びプラズマ反応装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、セラミックス誘電体で形成された一対の平板電極で構成され、プラズマ
を発生させ流通するガスを反応させるプラズマ反応部に、第二のガスを流通させることに
よりその熱をプラズマ反応部に付与して、ガスの反応を促進させる熱付与ガス流通部を隣
接して設けた一体型の構成とすることにより、上記課題を解決しうることを見出した。す
なわち、本発明によれば、以下のプラズマ反応器、及びプラズマ反応装置が提供される。
【０００８】
［１］　導体を埋設したセラミックス誘電体で形成されて互いに対向して間隙を隔てて配
置された一対の平板電極で構成され、一対の前記平板電極間に電圧を印加することにより
前記平板電極間を放電部としてプラズマを発生させ前記放電部に流通する第一のガスを反
応させるプラズマ反応部と、そのプラズマ反応部に隣接して積層されて一体として形成さ
れ、第二のガスを流通させることにより前記第二のガスの熱を前記プラズマ反応部に付与
して前記第一のガスの反応を促進させる熱付与ガス流通部と、を備えるプラズマ反応器。
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【０００９】
［２］　前記平板電極のプラズマ発生側表面に触媒が担持されている前記［１］に記載の
プラズマ反応器。
【００１０】
［３］　前記熱付与ガス流通部の流通するガスと接する面に触媒が担持されている前記［
１］または［２］に記載のプラズマ反応器。
【００１１】
［４］　前記触媒が、貴金属、アルミニウム、ニッケル、ジルコニウム、チタン、セリウ
ム、コバルト、マンガン、亜鉛、銅、スズ、鉄、ニオブ、マグネシウム、ランタン、サマ
リウム、ビスマス、及びバリウムからなる群から選択された少なくとも一種の元素を含有
する物質からなるものである前記［１］～［３］のいずれかに記載のプラズマ反応器。
【００１２】
［５］　前記触媒の前記貴金属が、白金、ロジウム、パラジウム、ルテニウム、インジウ
ム、銀及び金からなる群より選択された少なくとも一種の元素を含有する物質からなるも
のである前記［４］に記載のプラズマ反応器。
【００１３】
［６］　前記第一のガスの流通方向と、前記第二のガスの流通方向は、それぞれが前記プ
ラズマ反応部と前記熱付与ガス流通部の積層方向に直交するように、前記プラズマ反応部
のガス導入口及びガス排出口、前記熱付与ガス流通部のガス導入口及びガス排出口が形成
された前記［１］～［５］のいずれかに記載のプラズマ反応器。
【００１４】
［７］　前記プラズマ反応部における前記第一のガスの流通方向と、前記熱付与ガス流通
部における前記第二のガスの流通方向とが、互いに直交するように、前記プラズマ反応部
の前記第一のガスの流通経路、前記第二のガスの流通経路が形成された前記［６］に記載
のプラズマ反応器。
【００１５】
［８］　前記プラズマ反応部の前記ガス導入口と前記ガス排出口とが、前記積層方向に直
交する方向における一方の端面側と他方の端面側に形成された前記［７］に記載のプラズ
マ反応器。
【００１６】
［９］　前記プラズマ反応部の前記ガス導入口と前記ガス排出口とが、共に前記積層方向
に直交する方向における一方の端面側に形成された前記［７］に記載のプラズマ反応器。
【００１７】
［１０］　前記積層方向に直交する方向における一方の端面側に、前記プラズマ反応部の
前記ガス導入口及び前記熱付与ガス流通部の前記ガス排出口が形成され、前記積層方向の
直交する方向における他方の端面側に、前記プラズマ反応部の前記ガス排出口及び前記熱
付与ガス流通部の前記ガス導入口が形成され、さらに、前記プラズマ反応部の前記ガス導
入口と前記熱付与ガス流通部の前記ガス導入口とが対向する位置に、前記プラズマ反応部
の前記ガス排出口と前記熱付与ガス流通部の前記ガス排出口とが対向する位置に形成され
た前記［６］に記載のプラズマ反応器。
【００１８】
［１１］　前記プラズマ反応部と前記熱付与ガス流通部が、交互に複数積層され一体で構
成された前記［１］～［１０］のいずれかに記載のプラズマ反応器。
【００１９】
［１２］　一対の前記平板電極の一方の前記平板電極の、前記間隙とは反対面側に前記第
一のガスを導入して流通させるガス導入流通部が設けられ、前記平板電極には、前記ガス
導入流通部に面した前記平板電極の前記反対面から前記間隙側の面へと貫通する複数の貫
通孔が形成され、前記貫通孔は、前記導体に設けられた導体貫通孔の部位に前記導体貫通
孔よりも径が小さく形成されており、前記ガス導入流通部から前記貫通孔を流通させて前
記平板電極間に前記第一のガスを導入し、前記平板電極間に電圧を印加することによって
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前記平板電極間を放電部としてプラズマを発生させる前記［６］に記載のプラズマ反応器
。
【００２０】
［１３］　前記ガス導入流通部の前記プラズマ反応部とは反対側に、前記第二のガスを流
通させるための熱付与ガス流通部が、さらに隣接して積層されて一体として形成された前
記［１２］に記載のプラズマ反応器。
【００２１】
［１４］　前記セラミックス誘電体に埋設された前記導体は、前記平板電極の端面まで延
出されて端子が形成されており、複数の前記平板電極の前記端子が一体として形成された
前記［１］～［１３］のいずれかに記載のプラズマ反応器。
【００２２】
［１５］　前記［１］～［１４］のいずれかに記載のプラズマ反応器と、パルス半値幅を
１マイクロ秒以下に制御できるパルス電源とを組み合わせたプラズマ反応装置。
【発明の効果】
【００２３】
　プラズマによって第一のガスを反応させるプラズマ反応部に隣接して、第二のガスを流
通させる熱付与ガス流通部を一体として積層形成することにより、第二のガスの熱をプラ
ズマ反応部に付与して第一のガスの反応を促進させることができる。プラズマ反応部と熱
付与ガス流通部とが一体として形成されているため、小型化が可能であり、熱伝達性や保
温性を高めることができる。積層構造で、熱交換器と改質器を一体化した構造としている
ため、熱効率を向上させることができる。導体を埋設したセラミックス誘電体で形成され
た平板電極を積層した構造とすることにより、バリア放電によるプラズマでラジカルを生
成し、触媒反応とプラズマ反応を複合化し、改質反応を低温化させることができる。また
、反応器を一体型の構造にしたことで、配管への取り付けが容易になり、耐振動性に対す
る信頼性が向上する。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２４】
　以下、図面を参照しつつ本発明の実施の形態について説明する。本発明は、以下の実施
形態に限定されるものではなく、発明の範囲を逸脱しない限りにおいて、変更、修正、改
良を加え得るものである。
【００２５】
（実施形態１）
　図１～図３に本発明の実施形態１のプラズマ反応器を示す。図１は、斜視図であり、図
２は、分解図、図３は、一部拡大断面図である。
【００２６】
　プラズマ反応器１は、導体３を埋設したセラミックス誘電体４で形成されて互いに対向
して間隙を隔てて配置された一対の平板電極２で構成され、一対の平板電極２間に電圧を
印加することにより平板電極２間を放電部１１としてプラズマを発生させ放電部１１に流
通する第一のガスを反応させるプラズマ反応部１０と、そのプラズマ反応部１０に隣接し
て積層されて一体として形成され、第二のガスを流通させることにより第二のガスの熱を
プラズマ反応部１０に付与して第一のガスの反応を促進させる熱付与ガス流通部２０と、
を備える。プラズマ反応部１０と熱付与ガス流通部２０が、交互に複数積層されている。
【００２７】
　プラズマ反応部１０及び熱付与ガス流通部２０は、セラミックス誘電体４が間隙を形成
して積層されており、間隙が第一のガス、第二のガスの流通経路とされている。そして、
プラズマ反応部１０の平板電極２のプラズマ発生側表面に触媒が担持されていることが好
ましい。第一のガスの流通方向と、第二のガスの流通方向は、それぞれがプラズマ反応部
１０と熱付与ガス流通部２０の積層方向に直交するように、プラズマ反応部１０のガス導
入口１０ａ及びガス排出口１０ｂ、熱付与ガス流通部２０のガス導入口２０ａ及びガス排
出口２０ｂが形成されている。また、プラズマ反応部１０における第一のガスの流通方向
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と、熱付与ガス流通部２０における第二のガスの流通方向とが、互いに直交するように、
プラズマ反応部１０の第一のガスの流通経路、第二のガスの流通経路が形成されている。
さらに、プラズマ反応部１０のガス導入口１０ａとガス排出口１０ｂとが、積層方向に直
交する方向における一方の端面側と他方の端面側に形成されている。
【００２８】
　プラズマ反応器１は、セラミックスの平板電極（基本電極）２の一体焼結体からなる。
平板電極２を構成するセラミックス誘電体４は、誘電率の高い材料を主成分とすることが
好ましく、例えば、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、酸化珪素、ムライト、コージ
ェライト、スピネル、チタン－バリウム系酸化物、マグネシウム－カルシウム－チタン系
酸化物、バリウム－チタン－亜鉛系酸化物、窒化珪素、窒化アルミニウム等を好適に用い
ることができる。これらの材料の中から、被処理流体の各成分の反応に適した強さのプラ
ズマを発生させるのに適した材料を適宜選択し、それぞれを組み合わせて平板電極２とす
ることが好ましい。また、耐熱衝撃性にも優れた材料を主成分とすることによって、プラ
ズマ発生電極を高温条件下においても運用することが可能となる。
【００２９】
　積層前の平板電極（基本電極）２は、セラミックスの成形体、脱脂体、仮焼体のような
一体の被焼成体を焼結処理することによって得られた焼結体であることを意味する。基体
の製造方法は特に限定されない。このような基体は、例えばグリーンシート積層法によっ
て製造可能である。すなわち、セラミックス粉末をプレス成形する際に、埋設電極を構成
する金属板や金属箔を埋設しておき、次いで焼結することができる。
【００３０】
　埋設電極（導体３）の対象となる金属は、導電性の高い金属が好ましく、例えば、鉄、
金、銀、銅、チタン、アルミニウム、ニッケル、クロム、タングステン、モリブデン、か
らなる群から選ばれる少なくとも一種の成分を含む金属、又は合金を好適に挙げることが
できる。電極は、セラミックスグリーンシート上にペーストを塗布することで形成するこ
ともできる。この場合の塗工方法としては、スクリーン印刷、カレンダーロール印刷、デ
ィップ法、蒸着、物理的気相成長法など、任意の塗工方法を利用可能である。電極を塗工
法によって形成する場合には、前記した各種金属あるいは合金の粉末を、有機バインダー
及び溶剤（テルピネオール等）と混合して導体ペーストを作製し、次いでこの導体ペース
トをセラミックスグリーンシート上に塗工する。
【００３１】
　基体を製造する際、セラミックスグリーンシートの成形方法は特に限定されず、ドクタ
ーブレード法、カレンダー法、印刷法、ロールコータ、めっき法など、あらゆる手段を利
用することができる。また、グリーンシートの原料粉末としては、上述した各種のセラミ
ックス粉末や、ガラス等の粉末を利用できる。この際、焼結助剤として、酸化ケイ素、カ
ルシア、チタニア、マグネシア、ジルコニアを例示できる。焼結助剤は、セラミックス粉
末１００重量部に対して、３～１０重量部添加することが好ましい。セラミックススラリ
ー中には、公知の分散剤、可塑剤、有機溶媒を添加することができる。
【００３２】
　粉末プレス成形でも基体を作ることができ、埋設する電極にメッシュ金属や金属箔を用
いた場合は、ホットプレス法で電極を埋設した焼結体を得ることができる。成形助剤を適
時選ぶことにより、押出成形でも基体の成形体を作製できる。押出成形体表面に、溶媒を
適時選定することにより、導電膜成分となる金属ペーストを印刷などで電極として形成す
ることができる。
【００３３】
　本発明のプラズマ反応器１は、熱交換器一体型積層ハイブリッド反応器である。熱交換
器一体型積層ハイブリッド反応器とは、プラズマによって処理をする第一のガスと、第一
のガスの処理を効率化するために熱を付与する第二のガスの流通経路がそれぞれ独立に形
成され、それらが積層されて一体形成されており、第一のガスのガス導入口１０ａ及びガ
ス排出口１０ｂ、更に、第二のガスのガス導入口２０ａ及びガス排出口２０ｂが形成され
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た構造体である。
【００３４】
　また、セラミックス誘電体４に埋設された導体３は、平板電極２の端面まで延出されて
端子５が形成され、プラズマ反応部１０と熱付与ガス流通部２０が、交互に複数積層され
ているため、複数の平板電極２の端子５が一体として形成されている。このため、同時に
多くのガスを流通させて処理することが可能である。
【００３５】
　各ガスを通過させることから、第一のガスのガス導入口１０ａからガス排出口１０ｂへ
の第一ガスの流通経路と、第二のガスのガス導入口２０ａからガス排出口２０ｂへの第二
ガスの流通経路とがそれぞれが独立しており、これらのガスが混合しないように、図４に
示すように、第一のガスのガス導入口１０ａ、ガス排出口１０ｂ、第二のガスのガス導入
口２０ａ、ガス排出口２０ｂに接続された配管３２が分離、十分にシールドされている。
ガスを通過させる必要から各配管３２は中空形状であることが必要であるが、配管３２の
形状について他の制限はなく、例えば、円筒状、角筒状等の構造のものを用いることがで
きる。プラズマ反応器１の用途により適宜サイズを決定すればよい。
【００３６】
　プラズマ反応器１の外側容器３０、接続する配管３２を含めて構成する材質は特に限定
されないが、外側容器３０については、加工性が良好な金属（例えば、ステンレス等）で
構成することが好ましい。また、短絡を防止する必要から、容器３０内の電極設置部分（
端子５の近傍）等については、絶縁性材料で構成されていることが好ましい。絶縁性材料
としては、セラミックスを好適に用いることができる。セラミックスとしては、例えば、
アルミナ、ジルコニア、窒化珪素、窒化アルミニウム、サイアロン、ムライト、シリカ、
コージェライト等を用いることが好ましい。特に、プラズマ反応器１の用途によって、絶
縁性材料は適宜選択した方がより好ましい。例えば、絶縁性や遮熱性、熱応力の低減ある
いは、触媒活性の観点から低熱容量性に主点を置くのであればコージェライト等であり、
コージェライト等ほど絶縁性と遮熱性はないが強度を持たせることに主点を置くのであれ
ばアルミナ等、伝熱性やさらなる構造体としての信頼性に主点を置くのであれば窒化珪素
等になる。また、前記絶縁性材料以外に、絶縁性のあるマットを用いることもできる。例
えば、ムライト繊維のマット（商品名：マフテックＯＢＭ、三菱化学産資（株）製）を挙
げることができる。
【００３７】
　プラズマ反応部１０を形成する平板電極２のプラズマ発生側表面には、触媒が担持され
ていることが好ましい。また、熱付与ガス流通部２０のガスの流通経路の流通するガスと
接する面にも、触媒が担持されていることが好ましい。触媒は熱付与ガスと触媒作用し、
その触媒作用が吸熱反応でない物質であれば特に制限なく使用することができる。特に、
前記作用が発熱反応である物質を使用することがより好ましい。例えば、貴金属（白金、
ロジウム、パラジウム、ルテニウム、インジウム、銀、金等）、アルミニウム、ニッケル
、ジルコニウム、チタン、セリウム、コバルト、マンガン、亜鉛、銅、スズ、鉄、ニオブ
、マグネシウム、ランタン、サマリウム、ビスマス、及びバリウムからなる群より選択さ
れた少なくとも一種の元素を含有する物質を挙げることができる。前記元素を含有する物
質としては、金属単体、金属酸化物、それ以外の化合物（塩化物、硫酸塩等）等の各種形
態が含まれる。これらの物質は一種を単独で用いてもよいし、二種以上を組み合わせても
よい。触媒はガスが通過する反応器の壁面に担持されていることが好ましく、反応効率の
向上を図ることができる。また、粒状触媒が充填されるパックドベッド方式と異なり、ガ
スの通路となるセルの空間が十分確保されており、ガスの通過を妨げることが少ない。ま
た、触媒成分が担持されているため、触媒間の熱伝達も良好である。尚、触媒は担体微粒
子に担持された触媒コート微粒子の状態で平板電極２のプラズマ発生側表面や熱付与ガス
流通部２０のガスの流通経路の流通するガスと接する面に担持されていることが好ましい
。このような形態は、被改質ガスの触媒に対する反応効率を高めるという利点がある。担
体微粒子としては、例えば、セラミックス粉末を用いることができる。セラミックスの種
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類は特に限定されないが、例えば、金属酸化物、特にシリカ、アルミナ、チタニア、ジル
コニア、セリア、ゼオライト、モルデナイト、シリカアルミナ、金属シリケート、コージ
ェライト等の粉末を好適に用いることができる。これらのセラミックスは一種を単独で用
いてもよいし、二種以上を組み合わせて用いてもよい。このような触媒コート微粒子をハ
ニカム電極の隔壁にコーティングすることにより、担持させることができる。
【００３８】
　これらの粉末の平均粒子径は０．０１～５０μｍであることが好ましく、０．１～２０
μｍであることが更に好ましい。平均粒子径を０．０１μｍ未満とすると、触媒が担体微
粒子の表面に担持され難くなるおそれがある。一方、５０μｍを超えると、触媒コート微
粒子が剥離し易くなるおそれがある。
【００３９】
　触媒コート微粒子は、例えば、担体微粒子となるセラミックス粉末に触媒成分を含む水
溶液を含浸させた後、乾燥し、焼成することにより得ることができる。この触媒コート微
粒子に分散媒（水等）、その他の添加剤を加えてコーティング液（スラリー）を調製し、
このスラリーをコーティングすることによって触媒を担持することができる。
【００４０】
　担体微粒子に対する触媒の質量比率は、０．１～２０質量％であることが好ましく、１
～１０質量％であることが更に好ましい。触媒の質量比率を０．１質量％未満とすると、
改質反応が進行し難いおそれがある。一方、２０質量％を超えると、触媒が均一に分散さ
れずに互いに凝集し易くなるために、担体微粒子に均一に担持され難くなる。従って、２
０質量％を超える量の触媒を加えても、その量に見合った触媒添加効果を得られず、改質
反応が促進されないおそれがある。
【００４１】
　触媒の担持量としては、０．０５～７０ｇ／Ｌであることが好ましく、０．１～４０ｇ
／Ｌであることが更に好ましい。担持量を０．０５ｇ／Ｌ未満とすると、触媒作用が発現
し難いおそれがある。一方、７０ｇ／Ｌを超えると、プラズマ反応器の製造コストが上昇
するおそれがある。
【００４２】
　プラズマ反応部１０のプラズマ発生側の表面に、触媒が担持されていることから、第一
のガスを反応させるために、バリア放電によるプラズマでラジカルを生成し、触媒反応と
プラズマ反応を複合化し、改質反応を低温化させることができる。これにより、反応温度
の低温化による触媒劣化の抑制、プラズマとの複合化による触媒量の低減、貴金属触媒の
低減による安価システムとして用途の拡大等の効果が得られる。
【００４３】
　以上のように製造されたプラズマ反応器の端子５にパルス電源３１を接続し（図４参照
）、パルス電源３１によって電圧を印加して、第一のガスをプラズマによって処理する。
パルス電源３１とは、一対の電極に対してパルス電圧を印加する電源である。周期的に電
圧が加えられる電源であれは用いることができる。中でも、（ａ）ピーク電圧が１ｋＶ以
上で、かつ１秒当たりのパルス数が１以上のパルス波形、（ｂ）ピーク電圧が１ｋＶ以上
で、かつ周波数が１以上の交流電圧波形、（ｃ）電圧が１ｋＶ以上の直流波形、又は、（
ｄ）これらのいずれかを重畳してなる電圧波形、を供給することができる電源であること
が好ましい。そして、ピーク電圧１～２０ｋＶの電源であることが好ましく、ピーク電圧
が５～１０ｋＶの電源を用いることが更に好ましい。パルス幅は、半値幅で１マイクロ秒
以下であることが好ましい。このような電源としては、例えば、静電誘導型サイリスタ（
ＳＩサイリスタ）を用い、誘導エネルギー蓄積回路の高電圧パルス電源（日本ガイシ社製
）等を挙げることができる。そして、第一のガスを処理する際に、第二のガスの熱により
、第一のガスの反応を促進することができる。
【００４４】
　本発明の熱交換器一体型積層ハイブリッド反応器を使用して水素の生成を行う場合、改
質用の燃料は、水素含有ガスを発生しうるものであれば特に制限はされず、例えば、炭化
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水素系化合物（例えば、メタン、プロパン、ブタン、ヘプタン、ヘキサン等の軽質炭化水
素、イソオクタン、ガソリン、灯油、ナフサ等の石油系炭化水素）やアルコール類（例え
ば、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、２－プロパノール、１－ブタノール）
を使用できる。また、それらの混合物を用いることもできる。また、改質方法は、酸素を
用いる部分改質、水を用いる水蒸気改質、酸素、水を用いるオートサーマル等の何れの改
質方法にも適する。
【００４５】
　本発明のプラズマ反応器１は、小型であり、例えば、自動車等に設置し、燃料の一部（
燃料添加ガス）を第一ガス、排ガスを第二ガスとして導入し、排ガスの熱により反応を促
進して、燃料を改質することができる。
【００４６】
（実施形態２）
　図５及び図６を用いて、実施形態２のプラズマ反応器１について説明する。実施形態１
と同様に、プラズマ反応部１０と熱付与ガス流通部２０とが積層されて一体として形成さ
れている。そして、第一のガスの流通方向と、第二のガスの流通方向は、積層方向に直交
するように形成され、第一のガスの流通方向と、第二のガスの流通方向とが、互いに直交
するように、第一のガスの流通経路、第二のガスの流通経路が形成されている。
【００４７】
　しかしながら、実施形態２では、プラズマ反応部１０のガス導入口１０ａとガス排出口
１０ｂとが、共に積層方向に直交する方向における一方の端面側に形成されている。また
、平板電極２に電圧を印加するために、パルス電極３１を接続するための端子５は、プラ
ズマ反応部１０のガス導入口１０ａとガス排出口１０ｂが形成された端面側と反対側の端
面側に形成されている。このように、絶縁性を保てる距離を持たせて、一つの端面側に端
子５を形成することにより、端子部がガス流れと別な構成面に設置できることから、外部
からの冷却を十分確保できるため、端子部の耐熱性に対する信頼性を確保することができ
る。さらに、ガス流れを別な面に設けることができるため、気密性を保ちやすく、反応器
をコンパクトに構成できる。
【００４８】
　図６に示すように、プラズマ反応部１０のガス導入口１０ａとガス排出口１０ｂとが、
同じ端面側に形成され、第一のガスの流通経路は、積層方向に垂直な面内にて規制部材１
８によって蛇行するように形成されている。このため、プラズマ反応部１０内にて、第一
のガスの流通経路が長くなり、十分に処理しやすくなっている。一方、第二のガスの流通
経路は、実施形態１と同様に、一方の端面側から他方の端面側へと、直線的に流通するよ
うに形成されている。
【００４９】
（実施形態３）
　図７～図９を用いて、実施形態３のプラズマ反応器１について説明する。積層方向に直
交する方向における一方の端面側に、プラズマ反応部１０のガス導入口１０ａ及び熱付与
ガス流通部２０のガス排出口２０ｂが形成され、積層方向の直交する方向における他方の
端面側に、プラズマ反応部１０のガス排出口１０ｂ及び熱付与ガス流通部２０のガス導入
口２０ａが形成されている。さらに、プラズマ反応部１０のガス導入口１０ａと熱付与ガ
ス流通部２０のガス導入口２０ａとが対向する位置に、プラズマ反応部１０のガス排出口
１０ｂと熱付与ガス流通部２０のガス排出口２０ｂとが対向する位置に形成されている。
つまり、第一のガスと第二のガスは、それぞれの平面内にて対角線上に流通するように構
成されており、異なった階層にて交差するように流通するように流通経路が形成されてい
る。また、負荷側電極５ａと、接地側電極５ｂとの端子５が、それぞれ反対側の端面に形
成されている。
【００５０】
（実施形態４）
　図１０～１２を用いて、実施形態４のプラズマ反応器１を示す。実施形態４のプラズマ
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反応器１は、一対の平板電極２の一方の平板電極２の、間隙とは反対面側に第一のガスを
導入して流通させるガス導入流通部２１が設けられ、平板電極２には、ガス導入流通部２
１に面した平板電極２の反対面から間隙側の面へと貫通する複数の貫通孔１５が形成され
ている。そして、ガス導入流通部２１のプラズマ反応部１０とは反対側に、第二のガスを
流通させるための熱付与ガス流通部２０が、さらに隣接して積層されて一体として形成さ
れている。ガス導入流通部２１から貫通孔１５を流通させて平板電極２間に第一のガスを
導入し、平板電極２間に電圧を印加することによって平板電極２間を放電部１１としてプ
ラズマを発生させる。
【００５１】
　より具体的には、プラズマ反応器１は、板状のセラミックス誘電体４と、セラミックス
誘電体４の内部に配設された導体３とから形成され、互いに対向して所定の間隙を隔てて
積層されてなる複数の板状の平板電極２である第一電極２ａと第二電極２ｂを有する。第
一電極２ａと第二電極２ｂとの間隙は、０．０５～５０ｍｍ、好ましくは、０．１～１０
ｍｍである。平板電極２である第一電極２ａ、第二電極２ｂが支持部７によって間隙を隔
てて保持されて、放電部１１が形成されている。支持部７と平板電極２は、一体で成形、
焼成されていることが好ましい。また、第一電極２ａの、平板電極２ａ，２ｂ間の間隙と
は反対側の面側に、支持部７によって間隙を隔てて保持された隔壁板９を備え、支持部７
及び隔壁板９によってガス導入流通部２１が形成されている。ガス導入流通部２１に支持
部７、隔壁板９がさらに積層されて、熱付与ガス流通部２０が形成されている。また、プ
ラズマ反応部１０の第二電極２ｂに隣接して、支持部７、隔壁板９が積層され、熱付与流
通部２０が形成されている。隔壁板９、第一電極２ａ、第二電極２ｂが支持部７を介して
間隙を有する状態で、閉鎖部１７も併せて、一体として焼成されていることが全破損を回
避するためにさらに好ましい。
【００５２】
　また、第一電極２ａには、ガス導入流通部２１に面した面から間隙側の面へと貫通する
複数の貫通孔１５が形成されている。貫通孔１５は、平板電極２に少なくともガス流通方
向に並んで形成されている。また、セラミックス誘電体４に形成された貫通孔１５は、図
１２に示す貫通孔１５近傍の拡大断面図のように、セラミックス誘電体４の内部に配設さ
れた導体３の貫通孔である導体貫通孔３ｈよりも径が小さく形成され、導体の絶縁破壊を
抑えることができる。ガス導入流通部２１は、ガスの導入側とガス流通方向において反対
側端部が閉鎖部１７とされている。放電部１１は、ガス導入流通部２１の導入側と反対端
部の閉鎖部１７側が開口部とされてガスを排出する。すなわち、ガス導入流通部２１から
貫通孔１５を流通させて平板電極２ａ，２ｂ間にガスを導入し、平板電極２ａ，２ｂ間に
電圧を印加することによって平板電極２ａ，２ｂ間を放電部１１としてプラズマを発生さ
せることができる。
【００５３】
　貫通孔（以下、導体３の導体貫通孔３ｈと区別を明確にするため、電極貫通孔というこ
とがある）１５の位置、数、大きさは任意に決定することができるが、等間隔に規則的に
配置することが好ましい。また導体３の外周面積に対する電極貫通孔１５の総面積の割合
は、１％以上で５０％以下が好ましく、２％以上３０％以下がさらに好ましい。１％未満
では、ガス背圧が高く、供給ガス量が少なくなり、十分な反応が得られない。５０％より
大きくなると、放電面積が小さくなり、反応効率が悪くなる。さらに導体３の外周面積に
対する、導体貫通孔３ｈ部以外の放電有効部の割合は、３０％以上で、９８％以下が好ま
しく、５０％以上で、９０％以下がさらに好ましい。３０％より小さいと、放電部１１の
総面積が確保できず、反応効率が悪くなる。９８％より大きくなると、電極貫通孔１５部
を１％以上確保した場合に絶縁破壊を抑えることが困難になる。
【００５４】
　電極貫通孔１５と導体貫通孔３ｈは同心上に配置することが好ましいが、十分な絶縁距
離が確保できていれば、必ずしも同心上になくともよい。電極貫通孔径は導体貫通孔径よ
り小さく設定することが必要で、用いるセラミックス材料の絶縁破壊強度によるが、直径
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差が０．５ｍｍ以上設けることが好ましく、１ｍｍ以上であることが、さらに好ましい。
直径差が０．５ｍｍ以下では、絶縁破壊を起こす場合がある。電極貫通孔径は、０．１ｍ
ｍから１０ｍｍが好ましく、１ｍｍから５ｍｍがさらに好ましい。電極貫通孔径が０．１
ｍｍより小さいと、十分なガス供給ができない。１０ｍｍより大きいと、放電面積が小さ
くなり、反応効率をあげることができない。
【００５５】
　平板電極２を構成する導体３の厚さとしては、導体３と基材との密着性確保の理由から
、０．００１～０．１ｍｍであることが好ましく、さらに、０．００５～０．０５ｍｍで
あることが好ましい。
【００５６】
　以上の構成により、ガス導入流通部２１から第一のガスを導入し、放電部１１にて反応
させることができる。貫通孔１５がガス流通方向に並んで形成されているため、未反応の
ガスを放電部１１に分散して導入することができ、効率よくガスを処理することができる
。
【実施例】
【００５７】
　以下、本発明を実施例に基づいてさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
限定されるものではない。
【００５８】
（実施例１）
（１）アルミナ平板電極（基本電極）の作製：
　９３％アルミナ（Ａｌ２Ｏ３）原料を用い、成形助剤、可塑剤等を添加し、焼成後の厚
さが０．２５ｍｍとなるアルミナテープを作製した。得られたテープから、幅５０ｍｍ、
長さ６０ｍｍのアルミナ平板を基本電極とし、タングステンペーストで幅４８ｍｍ、長さ
４５ｍｍ、厚さ１０μｍの導体膜（導体３）を印刷し、積層一体型の平板電極を作製した
。例えば、図２に示すように、端子５までの引き出し部５ａも併せて印刷した。印刷した
アルミナテープと同じテープ素材を加熱加圧接合し、０．５ｍｍ厚さのアルミナ平板電極
（平板電極２）を得た。
【００５９】
（２）クロスフロー型熱交換器一体型スルーフロー型反応器（実施形態１）の作製：
　支持部７は厚さ０．２５ｍｍのアルミナテープを４枚積層し、放電空間１ｍｍを得るよ
うにした。図１～図３に示すように、これらの支持部７をアルミナ平板電極に設置して２
経路のガス流通経路を設け、加熱加圧接合し、プラズマ反応部１０、高温ガス流通部（熱
付与ガス流通部２０）を有するクロスフロー型熱交換器とスルーフロー型反応器を一体化
したアルミナ成形体を得た。この成形体を１５００℃で焼成し、実施形態１（図１～図３
）と同様の一体型の反応器を得た。
【００６０】
（実施例２）
　クロスフロー型熱交換器一体型触媒担持スルーフロー型反応器（実施形態１）の作製：
　硝酸ニッケル（Ｎｉ（ＮＯ３）２）水溶液に微粉アルミナ（比表面積１０７ｍ２／ｇ）
を含浸させ、１２０℃乾燥後、大気中５５０℃で３時間焼成して、アルミナに対してニッ
ケル（Ｎｉ）を２０質量％含有するＮｉ／アルミナ粉末を得た。これにアルミナゾルと水
を加えた後、硝酸溶液でｐＨ４に調整してスラリーを得た。前記スラリーに前記反応器を
浸潰させ、１２０℃乾燥後、窒素雰囲気中５５０℃で１時間焼成を経て、図１～図３に示
したクロスフロー型熱交換器一体型触媒担持スルーフロー型反応器を作製した。この時、
反応器に担持したＮｉ量は３０ｇ／Ｌとした。
【００６１】
（実施例３）
（１）コージェライト平板電極（基本電極）の作製：
　平均粒径２μｍに調整したコージェライトで、焼成後の厚さが０．２５ｍｍとなるコー
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ジェライトテープを作製した。得られたテープから、幅５０ｍｍ、長さ６０ｍｍのコージ
ェライト平板を基本電極とし、モリブデンペーストで幅４８ｍｍ、長さ４５ｍｍ、厚さ１
０μｍの導体膜を印刷し、積層一体型の平板電極を作製した。図８に示すような端子５ま
での引き出し部も併せて印刷した。印刷したコージェライトテープと同じテープ素材を加
熱加圧接合し、０．５ｍｍ厚さのコージェライト平板電極を得た。
【００６２】
（２）カウンターフロー型熱交換器一体型スルーフロー型反応器（実施形態３）の作製：
　支持部７は厚さ０．２５ｍｍのコージェライトテープを４枚積層し、放電空間１ｍｍを
得るようにした。図７～図９に示すように、これらの支持部７をコージェライト平板電極
に設置して２経路のガス流通経路を設け、加熱加圧接合し、プラズマ反応部、高温ガス流
通部（熱付与ガス流通部２０）を有するカウンターフロー型熱交換器とスルーフロー型反
応器を一体化したコージェライト成形体を得た。この成形体を１４００℃で焼成し、実施
形態３（図７～図９）と同様の一体型の反応器を得た。
【００６３】
（実施例４）
（１）カウンターフロー型熱交換器一体型触媒担持スルーフロー型反応器（実施形態３）
の作製：
　硝酸ニッケル（Ｎｉ（ＮＯ３）２）溶液に微粉アルミナ（比表面積１０７ｍ２／ｇ）を
含浸させ、１２０℃乾燥後、大気中５５０℃で３時間焼成して、アルミナに対してニッケ
ル（Ｎｉ）を２０質量％含有するＮｉ／アルミナ粉末を得た。これにアルミナゾルと水を
加えた後、硝酸溶液でｐＨ４に調整してスラリーを得た。前記スラリーに前記反応器を浸
潰させ、１２０℃乾燥後、窒素雰囲気中５５０℃で１時間焼成を経て、実施形態３（図７
～図９）と同様のカウンターフロー型熱交換器一体型触媒担持スルーフロー型反応器を作
製した。この時、反応器に担持したＮｉ量は３０ｇ／Ｌとした。
【００６４】
（実施例５）
（１）窒化珪素平板電極（基本電極）の作製：
　比表面積２～５ｍ２／ｇに制御された窒化珪素（Ｓｉ３Ｎ４）原料に５質量％ＭｇＯと
５質量％Ｙ２Ｏ３を添加して、焼成後の厚さが０．２５ｍｍとなる窒化珪素テープを作製
した。得られたテープから、幅５０ｍｍ、長さ６０ｍｍの窒化珪素平板を基本電極とし、
モリブデンペーストで幅４８ｍｍ、長さ４５ｍｍ、厚さ１０μｍの導体膜を印刷し、積層
一体型の平板電極を作製した。図１０に示すような端子５までの引き出し部も併せて印刷
した。印刷した窒化珪素テープと同じテープ素材を加熱加圧接合し、０．５ｍｍ厚さの窒
化珪素平板電極を得た。
【００６５】
（２）クロスフロー型熱交換器一体型ウォーフロー型反応器（実施形態４）の作製：
　支持部は厚さ０．２５ｍｍの窒化珪素テープを４枚積層し、放電空間１ｍｍを得るよう
にした。図に示すように、これらの支持部を窒化珪素平板電極に設置して２経路のガス流
通経路を設け、加熱加圧接合し、プラズマ反応部、高温ガス流通部を有するクロスフロー
型熱交換器とスルーフロー型反応器を一体化した窒化珪素成形体を得た。この成形体を１
８００℃で焼成し、実施形態４（図１０～図１２）と同様の一体型の反応器を得た。
【００６６】
（実施例６）
　クロスフロー型熱交換器一体型触媒担持ウォーフロー型反応器（実施形態４）の作製：
硝酸ニッケル（Ｎｉ（ＮＯ３）２）溶液に微粉アルミナ（比表面積１０７ｍ２／ｇ）を含
浸させ、１２０℃乾燥後、大気中５５０℃で３時間焼成して、アルミナに対してニッケル
（Ｎｉ）を２０質量％含有するＮｉ／アルミナ粉末を得た。これにアルミナゾルと水を加
えた後、硝酸溶液でｐＨ４に調整してスラリーを得た。前記スラリーに前記反応器を浸潰
させ、１２０℃乾燥後、窒素雰囲気中５５０℃で１時間焼成を経て、実施形態４（図１０
～図１２）と同様のクロスフロー型熱交換器一体型触媒担持ウォーフロー型反応器を作製
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した。この時、反応器に担持したＮｉ量は３０ｇ／Ｌとした。
【００６７】
（実施例７）
　クロスフロー型熱交換器一体型スルーフロー型反応器（実施形態１）の作製：
　実施例１では絶縁材料にアルミナを用いたが、実施例１と同一のサイズ、構造で絶縁材
料にコージェライトを用いた反応器を作製した。具体的には、支持部７は厚さ０．２５ｍ
ｍのコージェライトを４枚積層し、放電空間１ｍｍを得るようにした。図１～図３に示す
ように、これらの支持部７をコージェライト平板電極に設置して２経路のガス流通経路を
設け、加熱加圧接合し、プラズマ反応部１０、高温ガス流通部（熱付与ガス流通部２０）
を有するクロスフロー型熱交換器とスルーフロー型反応器を一体化したコージェライト成
形体を得た。この成形体を１４００℃で焼成し、実施形態１（図１～図３）と同様の一体
型の反応器を得た。
【００６８】
（炭化水素の改質試験）
　実施例１～４、７に示す熱交換器一体型積層ハイブリッド反応器、及び実施例５～６に
示す熱交換器一体型触媒担持積層ハイブリッド反応器を用いて炭化水素の改質試験を行っ
た。この時、炭化水素にはイソオクタン（ｉ－Ｃ８Ｈ１８）を用いた。改質方法は、ｉ－
Ｃ８Ｈ１８の部分酸化反応である。ｉ－Ｃ８Ｈ１８は液体のため、予め反応器に導入する
ガスを２９０℃に加熱し、その中に高圧マイクロフィーダー（古江サイエンス（株）製Ｊ
Ｐ－Ｈ型）を使って規定量のｉ－Ｃ８Ｈ１８を注入、気化させた。燃料添加モデルガスは
、ｉ－Ｃ８Ｈ１８：２０００ｐｐｍ、Ｏ２：８０００ｐｐｍ、残部Ｎ２ガスで構成される
ものを使用し、各反応器の燃料添加ガス用配管側へ導入した。この時、燃料添加モデルガ
スの空間速度（ＳＶ）は各反応器のプラズマ発生空間に対して１０万ｈ－１とした。一方
、排ガスにはモデルガスとして空気を用い、予め６００℃加熱して、反応器の排ガス用配
管側へ導入した。この時、空気の空間速度（ＳＶ）は各反応器の排ガス通路空間に対して
１０万ｈ－１とした。
【００６９】
　前記燃料添加モデルガスを各反応器に導入し、排出されるガス中のＨ２量をＴＣＤ（熱
伝導検出器）を備えたガスクロマトグラフィー（ＧＣ、ジーエルサイエンス（株）製ＧＣ
３２００、キャリヤーガスにアルゴンガス使用）で測定し、Ｈ２生成率を算出した。また
、排出されるモデルガス中のエンタン（Ｃ２Ｈ６）量は、ＧＣのキャリヤーガスにヘリウ
ムガス使用して測定した。Ｃ２Ｈ６は副生成物に該当する。これらの測定では、予め濃度
既知の混合標準ガス（Ｈ２、Ｃ２Ｈ６）を用いた。尚、プラズマを発生させるためのパル
ス電源の条件は、繰返し周期３ｋＨｚとし、ピーク電圧４．５ｋＶを電極間に引加した。
併せて、触媒担持無し反応器を用いて、同一条件で水素生成実験を行った。なお、Ｈ２収
率は、以下の式１を用いた。
Ｈ２収率（％）＝Ｈ２発生量（ｐｐｍ）／モデルガス中のｉ－Ｃ８Ｈ１８量（ｐｐｍ）×
９　（式１）
【００７０】
（比較例１～３）
　熱交換器機能の有無の比較：
　排ガス通路（熱付与ガス流通部２０）を有せず、燃料添加ガス通路及び改質ガス通路（
プラズマ反応部１０）のみを有する実施例１～３に類似の積層反応器を作製し、実施例と
同一条件でｉ－Ｃ８Ｈ１８の改質試験を行った。実施例１（電極構成材料、絶縁性材料：
アルミナ）に対応の反応器が比較例１（電極構成材料、絶縁性材料：アルミナ）、実施例
３（電極構成材料、絶縁性材料：コージェライト）に対応の反応器が比較例２（電極構成
材料、絶縁性材料：コージェライト）、実施例５（電極構成材料、絶縁性材料：窒化珪素
）に対応の反応器が比較例３（電極構成材料、絶縁性材料：窒化珪素）である。尚、比較
例１～３反応器のプラズマ発生空間の体積は、実施例１、３、５の反応器と同じとした。
この時、排ガスを反応器へ導入する代わりに、電気炉の中に反応器を設置した。電気炉の
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加熱温度は、反応器から排出された改質ガスの温度が本実施例と同じになるように設定し
た。
【００７１】
（比較例４～６）
　触媒担持の有無の比較：
　比較例１～３の積層反応器に実施例と同様の手法で、２０質量％Ｎｉ／Ａｌ２Ｏ３触媒
を担持した。この時、反応器に担持したＮｉ量は、実施例と同じ３０ｇ／Ｌとした。これ
らの反応器を比較例１～３と同一条件でｉ－Ｃ８Ｈ１８の改質試験を行った。
【００７２】
（比較例７）
　プラズマ反応器を構成する材質比較：
　電極構成材料、絶縁性材料の材質の違いによる性能を比べるために、比較例１と同一サ
イズ、同一構造で材質にコージェライトを用いたプラズマ反応器（比較例７）を作製し、
実施例と同一条件でｉ－Ｃ８Ｈ１８の改質試験を行った。
【００７３】
（比較例８）
　プラズマ反応器一体型構造の比較：
　また、排ガス通路（熱付与ガス流通部２０）を有するが、焼成による一体型の構造では
なく、単に平板電極（基本電極）を積み上げて固定した実施例１と同一サイズ、同一構造
、同一材料のプラズマ反応器（比較例８）を作製し、実施例と同一条件でｉ－Ｃ８Ｈ１８

の改質試験を行った。
【００７４】
（結果）
　表１に実施例１～７、表２に比較例１～８で生成した改質ガスの測定結果を示す。なお
、表１、２に示すＣ２Ｈ６濃度比は、実施例１のＣ２Ｈ６濃度を１（基準）としている。
【００７５】
【表１】

【００７６】
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【表２】

【００７７】
　実施例１、３、５と実施例２、４、６では、プラズマ放電と触媒を組み合わせた実施例
２、４、６の方が、プラズマ放電のみとした実施例１、３、５と比べて高い水素生成率を
示した。また、Ｃ２Ｈ６などの副生成物であるについても実施例２、４、６の方が実施例
より１、３、５も生成量が少なくなった。比較例１～３と比較例４～６の場合でもプラズ
マ放電と触媒を組み合わせた方が水素生成率は高く、Ｃ２Ｈ６などの副生成物が少なくな
ることが認められた。これらの結果から、プラズマ放電と触媒を組み合わせることで効率
的にｉ－Ｃ８Ｈ１８から水素生成することがわかった。
【００７８】
　実施例１、３、５と比較例１～３を比べると、実施例１、３、５の方が、水素生成率が
高く、Ｃ２Ｈ６などの副生成物が抑制されていることがわかった。このことから、排ガス
を反応器に通す熱交換器一体型の方が、排ガスの熱を効率的に反応に寄与させることがで
き、比較例に示す外部からの加熱と比較して高い水素生成率を示したと考えられる。
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【００７９】
　実施例１、実施例７と比較例１、比較例７を比べると、実施例７の方が、実施例１より
同一条件では水素生成率が高く、アルミナより遮熱性が高いコージェライトをプラズマ反
応器の絶縁材料に用いた方がより好ましいことがわかった。一方、比較例７は比較例１と
比べて水素生成率は若干高くなるが、実施例１と比べて水素生成率は低く、本発明のプラ
ズマ反応器の方がより高い水素生成を示すことがわかった。
【００８０】
　実施例１と比較例８を比べると、プラズマ反応器に熱交換機能が共に付与されたもので
あっても比較例８の方が、実施例１より同一条件では水素生成率が低く、Ｃ２Ｈ６濃度比
が高いことがわかった。これは、単に平板電極（基本電極）を積み重ねただけでは反応器
の熱効率が低く、反応効率が低いことを示しており、本発明のように一体型の構造にする
ことで反応器の熱効率が高まり、水素生成率を高めることができるといえる。
【産業上の利用可能性】
【００８１】
　本発明のプラズマ反応器は、炭化水素系化合物やアルコール類の改質反応、特に水素生
成反応に好適に用いることができる。そして、長期間にわたって安定的に大量の改質ガス
を供給することができるので、自動車の排ガスを熱付与として利用する車載用燃料改質器
等の用途にも好適に用いることができる。
【図面の簡単な説明】
【００８２】
【図１】本発明の実施形態１のプラズマ反応器を示す斜視図である。
【図２】本発明の実施形態１のプラズマ反応器を示す分解図である。
【図３】本発明の実施形態１のプラズマ反応器の断面図である。
【図４】プラズマ反応器の配管の一実施形態を示す模式図である。
【図５】本発明の実施形態２のプラズマ反応器を示す斜視図である。
【図６】本発明の実施形態２のプラズマ反応器を示す分解図である。
【図７】本発明の実施形態３のプラズマ反応器を示す斜視図である。
【図８】本発明の実施形態３のプラズマ反応器を示す分解図である。
【図９】本発明の実施形態３のプラズマ反応器の断面図である。
【図１０】本発明の実施形態４のプラズマ反応器を示す分解図である。
【図１１Ａ】本発明の実施形態４のプラズマ反応器をガス流通方向に垂直な平面で切断し
た断面図である。
【図１１Ｂ】本発明の実施形態４のプラズマ反応器をガス流通方向に沿った平面で切断し
た断面図である。
【図１２】貫通孔近傍の拡大断面図である。
【符号の説明】
【００８３】
１：プラズマ反応器、２：平板電極、２ａ：第一電極、２ｂ：第二電極、３：導体、４：
セラミックス誘電体、５：端子、７：支持部、９：隔壁板、１０：プラズマ反応部、１０
ａ：（プラズマ反応部の）ガス導入口、１０ｂ：（プラズマ反応部の）ガス排出口、１１
：放電部、１５：貫通孔、１７：閉鎖部、１８：規制部材、２０：熱付与ガス流通部、２
０ａ：（熱付与ガス流通部の）ガス導入口、２０ｂ：（熱付与ガス流通部の）ガス排出口
、２１：ガス導入流通部、３０：外側容器、３１：パルス電源、３２：配管。
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